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令和５年度当初予算 商工労働部主要施策の概要 

（令和４年度第１次３月補正予算含む） 

◎予算編成のポイント 

 

 

 

 

 

 

◎重点主要施策の概要 

○電気料金・原材料価格高騰などへの緊急対応 

電気料金の大幅値上げが予定され原油・原材料価格が高止まりする中、省エネ設備導入

を支援するため、補助金の支援枠を大幅に拡大するとともに、新たな融資制度を創設する。 

価格転嫁しやすい環境を整備するため、パートナーシップ構築宣言企業に対し省エネ設

備導入補助金等の加点措置を設ける。また、賃上げを行う企業に対し県事業の補助率を上

乗せする。 

 専門家派遣制度を継続するとともに、ゼロゼロ融資の返済が本格化する中、信用保証料

を全額免除する低利の融資制度を継続するなど、事業者の資金繰りに万全を期す。 

 

○新たな時代を捉えて飛躍・成長する産業づくり 

従来の２つのファンドを統合し、革新的な研究開発から身近な商品・サービスの開発や

販路開拓を支援する７００億円規模の新たなファンドを創設する。 

ＤＸを推進するため、スマートエスイー石川スクールの拡充や、工業試験場における技

術支援、ＤＸ化設備導入支援の充実を図るとともに、ＧＸを推進するため、炭素繊維関連

の研究開発支援や省エネ設備導入支援を行う。 

人手不足が恒常化する中、産業人材の確保・育成を図るため、新たな奨学金返還助成制

度の創設や、都市部副業等人材の活用、リスキリングに関する取り組みなどを行う。 

スタートアップ創出支援の強化や、コンテンツ関連産業の誘致・振興を図るとともに、

首都圏アンテナショップの移転による機能強化、海外アンテナショップの通年化を図るな

ど、国内外への販路開拓の支援を充実させる。 

経営課題が高度化・複雑化する中、伴走支援に意欲的に取り組む商工会・商工会議所の

経営指導員を加配するとともに、事業承継支援の強化を図る。 

・電気料金など物価高騰の影響を受ける事業者を支えるため、コスト削減等への支援

や価格転嫁しやすい環境整備、セーフティネットの確保などに取り組む。 

・本県を取り巻く社会・経済情勢の変化を踏まえ、本年秋に策定する新たな産業振興

指針を先取りし、ＤＸやＧＸの推進、産業人材の確保・育成など、本県産業の飛躍

と成長に向けた施策を充実する。 
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◎ 主 要 事 業

金　　額（千円）

1 電気料金をはじめとした物価高騰対策

・ ＧＸ（省エネ・再エネ）設備の導入支援 500,000 エネルギーコストの削減を図る企業の設備投資に対する

（３月１次補正） 助成

・ 省エネ・脱炭素化に対応した緊急特別融資の創設 融資枠 利　　率：１．１％～１．３５％

１００億円 融資期間：１５年以内（据置２年）　など

・ 「パートナーシップ構築宣言」を行う企業に対する 宣言企業に対する補助事業審査時の加点措置、

インセンティブの付与 融資の金利優遇

・ 「賃上げ」を行う企業に対するインセンティブの 賃上げ実施企業に対する県事業補助率の上乗せ

付与

・ 物価高克服に向けた収益力強化の取り組みへの支援 50,000 収益力強化につながる商品改良に対する助成

（３月１次補正）

・ ＤＸ設備の導入支援（３月１次補正） 400,000

・ 経営力強化総合支援アドバイザーによる 130,000 専門家による様々な経営課題に対する助言・相談

事業者への伴走支援 （派遣枠４，０００回）

派遣回数上限なし（粗利減少事業者等）

・ ゼロゼロ融資返済本格化・物価高騰に対応した特別 融資枠 利　　率：１．０％

融資 ５００億円 融資期間：１０年以内（据置５年）　など

2 新たな時代を捉えて飛躍・成長する産業づくり

・ 成長戦略ファンドの創設（総額７００億円） 480,000 革新的な新技術等の研究開発から身近な商品・サービス開

次世代産業創造ファンド（３００億円）・ 発、販路開拓までの総合的な支援、

中小企業チャレンジ支援ファンド（４００億円） 研究開発支援メニューの再編（「ＤＸ推進」「ＧＸ推進」

の統合・リニューアル 「スタートアップ創出支援」「国プロジェクト採択への

準備支援」の４枠に再編）、

新商品・サービスの開発支援(社会課題解決支援の追加)、

産学官金連携の「いしかわ新事業創出支援コンソーシアム

（仮称）」による案件発掘・フォローアップ

(1) 産業のＤＸ推進

①企業の取組段階等に応じた総合的な人材育成支援

・ 早稲田大学を代表校とする「スマートエスイー 26,000

ＩｏＴ／ＡＩ石川スクール」の開催

・ 座学から現場実践までを行うデジタル化実践道場の 22,000

開講

商工労働部

令和５年度当初予算　商工労働部主要施策の概要

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明

（令和４年度第１次３月補正予算含む）
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金　　額（千円）

・ デジタル技術とデザインを活用した提案力の強化 5,000 活用事例を学ぶワークショップの開催など

・ デジタル分野でのリスキリングの推進に向けた県内 30,000 リスキリング講座開講のためのニーズ・シーズの調査、

大学との連携 トライアル研修の実施など

・ 離職者向け職業訓練におけるデジタル分野の拡充 120,000 定　　員：２４０人　→　３８０人

②工業試験場における技術支援

・ デジタルものづくり拠点「石川ものづくりＤＸ推進 445,000 県内企業のシミュレーション技術の活用支援、

センター」の整備（３月１次補正） デジタルツインの研究

・ ものづくり企業の５Ｇ活用の推進 7,700

のための研究開発など

③研究開発、設備導入に係る資金や知財面の支援

・ デジタル技術を活用した新たなビジネスモデル構築

等への支援（成長戦略ファンド）（再掲）

・ ＤＸ設備の導入支援（３月１次補正）（再掲） 400,000

・ 知的財産の活用促進 3,500 普及啓発セミナーの開催、

「知的財産支援計画」の策定など

(2) 産業のＧＸ推進

①グリーン分野の成長市場の獲得

・ 産学官連携による炭素繊維分野における革新的な 200,000 市場拡大が期待される環境適合型の新たな複合材料にかか

研究開発の推進 る研究開発の実施

・ 工業試験場におけるＧＸに向けた研究開発 100,000 創エネ・蓄エネ技術を用いた先導的な研究開発及び基礎

調査の実施

・ 脱炭素化に資するエネルギー技術や新素材の研究開

発への支援（成長戦略ファンド）（再掲）

②カーボンニュートラルと生産性向上・ 競争力強化

  の両立

・ ＧＸ（省エネ・再エネ）設備の導入支援 500,000

（３月１次補正）（再掲）

・ 省エネ・脱炭素化に対応した特別融資の創設(再掲) 融資枠 １００億円

・ 産業分野ごとの課題に対応したＧＸの推進 7,500

（機械・繊維・食品）

③カーボンニュートラルに取り組む事業者の裾野の

拡大

・ 経営層を対象としたＧＸセミナーの開催 3,000

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明
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◎ 主 要 事 業

金　　額（千円）

・ 春蘭の里における「ゼロカーボンビレッジ」の普及 30,000 修学旅行生向け見学会の開催、

啓発 普及啓発イベントの開催など

・ 「ゼロカーボンドライブプロジェクト」による 10,000 協賛企業に燃料電池自動車をリースし、官民一体で普及

水素エネルギーの普及啓発 啓発

(3) 産業を支える人材の確保・育成

①学生の県内就職促進

・ 新たな奨学金返還助成制度の創設 対象学生の拡大（理系大学院生に理系学部生・高専生を追

加）、対象企業の拡大（ものづくり中小企業（機械・繊

維・食品・ＩＴ）→全企業）

・ 大学生の県内就職意識の醸成 8,000

②ＵＩターン人材の確保

・ ＩＬＡＣのオンライン相談窓口の開設 2,000

③副業等人材の活用

・ 都市部からの副業等人材の活用支援 35,000 ＩＬＡＣによる県内企業と都市部の副業等人材とのマッチ

ング支援

④女性・高齢者の活躍促進

・ 女性・高齢者の就業支援 4,350

高齢者向け就業支援講座・合同企業説明会等の開催

⑤外国人材の確保・定着

・ 外国人労働者の確保・定着支援 5,000 企業向けセミナーの開催、専門家による採用前準備から

定着までの伴走支援

⑥企業ニーズに対応する産業人材の育成

・ 人手不足業種向け人材確保支援 28,000

支援など

・ 産業技術専門校（金沢・七尾・能登の３校）の 1,000 施設の老朽化や人口減少・訓練ニーズを踏まえた今後の

在り方の検討 在り方の検討に着手

・ 早稲田大学を代表校とする「スマートエスイー 26,000

ＩｏＴ／ＡＩ石川スクール」の開催（再掲）

・ 座学から現場実践までを行うデジタル化実践道場の 22,000

開講（再掲）

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明  
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金　　額（千円）

・ デジタル技術とデザインを活用した提案力の強化 5,000

（再掲）

・ デジタル分野でのリスキリングの推進に向けた県内 30,000

大学との連携（再掲）

・ 離職者向け職業訓練におけるデジタル分野の拡充 120,000

（再掲）

(4) 新事業・新産業の創出

①地域の強みを活かした新たな技術・製品・サービス

　開発の促進

・ 成長促進高度アドバイザーの派遣 20,000 本県産業の中核を担う企業をさらなる成長に導く高度専門

家の派遣

・ 地域の社会課題解決に向けた新サービスなどの開発

支援（成長戦略ファンド）（再掲）

・ 国プロジェクトの採択に向けた事業化可能性調査へ

の支援（成長戦略ファンド） （再掲）

②成長の新たな原動力となるスタートアップの創出・

　育成

・ スタートアップ創出の基盤構築 55,000 大学発スタートアップ支援、

スタートアップビジネスプランコンテストの実施、

・ スタートアップの試作・実証等への支援（成長戦略

ファンド）（再掲）

・ 産学官金連携の「いしかわ新事業創出支援コンソー

シアム（仮称）」による案件発掘・フォローアップ

（再掲）

③知的財産の活用促進

・ 知的財産の活用促進（再掲） 3,500

(5) 国内外への販路拡大・魅力発信

①県産品の魅力・価値の効果的な発信

・ 首都圏アンテナショップの移転・機能強化 390,000 新店舗（八重洲）の整備（Ｒ６年３月オープン）

（３月１次補正）

・ 受注開拓商談会の開催 33,014 今後の成長が見込める産業分野をテーマとした、

県外発注企業と県内受注企業との受注開拓商談会の開催

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明
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金　　額（千円）

・ 繊維企業と大手アパレル企業の連携強化 7,000 首都圏での商談会の開催、首都圏デザイナーとの商品開発

など

・ 食品王国いしかわ百万石マルシェの開催 2,000 加工食品と県産食材を一堂に集めた展示商談会の開催支援

・ 首都圏における本県の伝統工芸の魅力発信 17,000 いしかわ伝統工芸フェアの開催支援

・ 伝統産業の商品開発・販路開拓支援 9,000

関西の展示会への出展

②国内外への事業展開の促進とニッチトップ企業の

　拡大

・ 海外アンテナショップの機能強化 88,000

・ 食品の輸出強化 33,000 海外バイヤーとのネットワーク構築による販路開拓、

・ ＪＥＴＲＯと連携した海外ＥＣサイトの活用促進 6,000 専門家の伴走支援による県産品のテストマーケティングの

実施など

・ ニッチトップ企業の育成 31,000 国内外でニッチトップを目指す企業に対する支援など

(6) 中小企業・小規模事業者等の事業基盤の強化

①経営課題の高度化・複雑化に対応するための

　伴走支援の強化

・ 中小企業庁等との連携による伴走支援の強化 38,000

・ 支援機関の伴走支援体制の強化 37,100

指導員の加配、

・ 成長促進高度アドバイザーの派遣（再掲） 20,000

②円滑な事業承継の推進

・ 事業承継支援の強化 35,000 商工会・商工会議所と連携した個別相談会の開催による掘

り起こし、売り手・買い手双方を対象とした企業価値算定

等の費用に対する助成

・ 経営力強化総合支援アドバイザーによる事業者への 事業承継案件については派遣回数上限なし

伴走支援（一部再掲）

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明
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金　　額（千円）

③セーフティネットの充実

・ ゼロゼロ融資返済本格化・物価高騰に対応した特別 融資枠

融資（再掲） ５００億円 

④賃上げを行う企業への支援環境の整備

・ 「賃上げ」を行う企業に対するインセンティブの

付与（再掲）

(7) 企業等の誘致の推進

①企業等の戦略的誘致の推進

・ 企業立地補助金の見直し 雇用人数増加の要件及び雇用加算の廃止、

労働生産性が高い企業等への補助率上乗せなど

・ 企業立地促進補助金による企業誘致の推進 490,000 労働生産性が高い企業等の立地を促進するための助成

・ 創造的産業等立地促進条例による企業誘致の推進 856,000 高度な技術を有する企業等の立地を促進するための助成

・ 本社機能等立地促進補助金による企業誘致の推進 148,200 本社機能施設等の立地を促進するための助成

②コンテンツ産業に携わる人材・企業の誘致・振興

・ サテライトオフィスの誘致推進 6,000 開設意欲のある企業の掘り起こし、

県内市町とのマッチング支援

・ デジタル技術とデザインを活用した提案力の強化 5,000

（再掲）

3 港の立地の優位性や特性を活かした港湾の活性化

(1) 金沢港

・ クルーズ船の誘致と受入体制の整備 63,080 国際クルーズの再開を踏まえた積極的な誘致活動の推進

など

・ 食品輸出のルート転換・利用拡大への支援（再掲） 2,000 冷蔵・冷凍コンテナを活用した食品輸出の強化

・ コンテナ貨物の取扱拡大に向けた取り組み 8,700 利用促進に向けた荷主への支援など

(2) 七尾港

・ 木材等の総合物流拠点化の推進 12,000 原木輸出の取扱拡大に向けた輸送トライアルの実施など

4 みんなで支える安らぎと絆の社会づくり

・ 障害者雇用拡大に向けた取り組み 28,579 障害者向け業務の切り出しへの支援、職業訓練の実施など

商工労働部

事　　　　業　　　　名 説　　　　　　　明

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


